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国内建設投資市場の動向

国内建設投資は、1992年度の84兆円をピークに、2010年度は41兆円と半減している。
復興需要によって、2011年度は46兆円と、前年度比13%増と見通されている。

建設投資（名目値）の推移 建設投資（指数）の推移
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（出所） 国土交通省「建設投資見通し」よりNRI作成
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度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度

2



建設投資の見通し

建設経済研究所では、11年度の建設投資を、44.6兆円（前年度比8.5%増）と予測した。

建設経済投資予測（単位：兆円）

12年度は、震災の復旧・復興関連、民間投資の回復継続により、45.9兆円と予測した。

 民間住宅

 震災後の停滞から持ち直し傾向にあることに加え、今後は復興
需要も押し上げ要因になり、11・12 年度は、回復基調で推移す
るとみられる。

年度 2007 2008 2009 2010 2011 2012
総計 47.7 51.1 42.4 41.1 44.6 45.9

建築 27.7 28.4 22.7 22.3 24.1 24.7
住宅 17.1 16.9 13.4 12.9 14.3 14.6 るとみられる。

 11 年度の投資額は前年度比7.0%増、12 年度は前年度比5.1%
増と予測する。

住宅 17.1 16.9 13.4 12.9 14.3 14.6
政府 0.5 0.5 0.6 0.5 1.0 0.6
民間 16.6 16.4 12.8 12.4 13.3 14.0

非住宅 10.6 11.5 9.3 9.4 9.8 10.1
政府 1.4 1.5 1.7 1.7 1.8 1.9

 民間非住宅

 11 年度は、設備投資の持ち直しが見込まれることから、緩やか
な回復基調で推移するとみられ、前年度比3.6%増と予測する。

 12 年度は、前年度からの回復基調が続き、前年度比3.2%増と

政府 1.4 1.5 1.7 1.7 1.8 1.9
民間 9.2 10.0 7.6 7.6 8.0 8.2

土木 20.0 22.6 19.7 18.9 20.6 21.2
政府 15.0 17.6 15.2 14.4 16.0 16.5

公共事業 13.3 15.8 13.4 12.7 14.3 14.8  12 年度は、前年度からの回復基調が続き、前年度比3.2%増と
予測する。

 政府

 11 

公共事業 13.3 15.8 13.4 12.7 14.3 14.8
他 1.7 1.8 1.8 1.7 1.7 1.7

民間 5.0 5.1 4.6 4.5 4.6 4.7

計
政府 16.9 19.7 17.4 16.6 18.8 19.0
民間 30.7 31.4 25.0 24.6 25.9 26.4

 11 年度は、震災対応の三次にわたる補正予算を増加要因とし、
前年度比13.3%増と予測する。

 12 年度は、通常予算とは別途管理の震災関連復興経費予算と
前年度からの繰越しもあり、前年度比1.1%増と予測する。
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実績← →見通し
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（出所） ㈶建設経済研究所・㈶経済調査会「建設経済モデルによる建設投資の見通し（2011年10月）」よりNRI作成

実績← →見通し
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主要国建設市場との比較

欧米先進国に比べて高かった国内総付加価値に占める建設業の割合は、徐々に低下して
きているものの、欧州先進国と比較すると、日本の建設市場は維持・修繕の比率が小さい。

国内総付加価値に占める建設業の割合 欧州先進国の建設市場との比較（2009年）
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（出所） UN, National Accounts Main Aggregates Database よりNRI作成

（注1） 為替レート 1ユーロ＝130.19円、1ポンド＝146.28円

（注2） 日本の建設市場額は年度計数

（出所） 「建設業ハンドブック2011」よりNRI作成
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空室率の見通し

過去の動向を見ると、東京ビジネス地区・大阪ビジネス地区におけるビルの空室率は、景気
動向指数（CI指数）に約1.5年程度遅れて連動している。

 CI指数（先行指数）は、2009年2月に底打ちした後、2010年4月以降横ばいが続いており、震災の影響は目立たない。 CI指数（先行指数）は、2009年2月に底打ちした後、2010年4月以降横ばいが続いており、震災の影響は目立たない。

CI指数（先行指数）と空室率の関係
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（注1） 空室率は、東京ビジネス地区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の基準階面積100坪以上、大阪ビジネス地区（梅田、南森
町、淀屋橋・本町、船場、心斎橋・難波、新大阪）の延床面積が1,000坪以上の、主要貸事務所ビル

（注2） 空室率と、CI指数（先行指数）の1年半前のデータを比較

（出所） 三鬼商事株式会社資料および内閣府資料よりNRI作成
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平均賃料と空室率の見通し

東京ビジネス地区では、ビルの空室率が反転して半年～1年半程度で賃料の方向感が変
わっているけれども、大阪ビジネス地区はジリジリと低下傾向にある。

平均賃料と空室率の関係
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（注） 空室率は、東京ビジネス地区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の基準階面積100坪以上、大阪ビジネス地区（梅田、南森
町、淀屋橋・本町、船場、心斎橋・難波、新大阪）の延床面積が1,000坪以上の、主要貸事務所ビル

（出所） 三鬼商事株式会社資料よりNRI作成
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東日本大震災で判明した事実

ネットワーク化された現代社会がはじめて経験する事態であり、甚大な被害をもたらした。

地震調査研究推進本部の発生確率予測および中央防災会議の想定震源
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M7.8 程度 4.0% 程度
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M8.3 程度

平成15年（2003年）
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の地震

色丹島沖
の地震

根室沖
M7.8 程度 4％ 程度
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進本部が地震発生可能性の
長期計画において、想定して
いた地震が実勢に発生した最
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※Mt.：津波の高さから求める地震の規模

Mt 8.2 前後 2％ 程度
（特定海域では6％）

正断層型
M8.2 前後 4～7％ 程度
（特定海域では1～2％）

ト
ラ
フ M8.0 程度

8

（注） Mt：津波の高さから求める地震の規模

（出所） 地震調査研究推進本部、中央防災会議資料よりNRI作成



東日本大震災で判明した事実

ネットワーク化された現代社会がはじめて経験する事態であり、甚大な被害をもたらした。

インフラ・ライフラインの高度なネットワーク化
（高速道路、新幹線）

インフラ・ライフラインの高度なネットワーク化
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（出所） 日本被害地震総覧よりNRI作成
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次なる広域震災で想定される影響

● 名古屋
●
静岡

近い将来起こる巨大地震災害に備える必要がある。

● 浜松

● 和歌山

● 大阪●神戸
●
静岡

● 高知

政府（中央防災会議）の
取り組み

慶長地震 （M7.9） 死者不明1605年

取り組み

2001～ 東海地震
東南海・南海地震慶長地震 （M7.9） 死者不明

宝永地震 （M8.6） 死者5,083人

安政南海地震、安政東海地震

1605年

1707年

1854

102年

147年

東南海・南海地震

2010 東海地震等連動型

安政南海地震、安政東海地震 （M8.4） 死者2,658人

東南海地震
南海地震

1854年

1944年

1946年 （M7.9）
死者1,251名

（M8.0）
死者1,330名

空白域
157年

90年 2011 ４連動型地震

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

2011年
死者1,251名

死者1,330名

？？年 連動？
東海

地震？
10

（出所） 日本被害地震総覧よりNRI作成



次なる広域震災で想定される影響

首都圏は地震発生の空白域となっており、今後30年以内に70%の確率でM7級直下地震
の発生が予測されている。

 震度分布予測
過去30年の地震の発生場所

震度分布予測

×⑰

×
液状化分布予測

×
⑯

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 11

（出所） 平成17年防災白書、中央防災会議



次なる広域震災で想定される影響

荒川氾濫時には、大企業本社の半数近くが被災し、膨大な経済被害が想定される。

大規模水害により約150万人が被災対象となるが、適切な土地利用や水防対策が実施されていない。大規模水害により約150万人が被災対象となるが、適切な土地利用や水防対策が実施されていない。

大規模水害時には、大企業本社の半数近くが被災し、膨大な経済被害が生じる恐れがある。

 大手企業の本社が集中する大手町・丸の内・日本橋地区の浸水も予測されてお
り、東証一部上場の売上上位100社の半数近くが浸水する可能性がある。



東証一部上場企業本社

【凡例】

 一方で、浸水危険性に対する事業者等の認識が無く、当該地域のオフィス、データ
センター等の水防対策はほとんど実施されていない。

 被災した場合、特注設備であるビルの受電設備等の交換等には長期間必要で、
約１年の復旧期間を要する可能性がある。

東証一部上場企業大手100社の本社の浸水状況

浸水域内 浸水域外浸水域内 浸水域外

東証一部上場企業本社

想定堤防決壊箇所

東京・千葉・埼玉に本社を有する東証一部上場企業大手100社

企業数
42社

(42.0%)
58社

(53.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上高
162,256,059百万円

(47.0%)
182,877,029百万円

(53.0%)
浸水深

1mm 以上～ 0.5m 未満

0.5m 以上～ 1.0m 未満

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 12

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0.5m 以上～ 1.0m 未満

1.0m 以上～ 2.0m 未満

2.0m 以上～ 5.0m 未満

5.0m 以上～
（出所） 中央防災会議「大規模水害対策専門調査会」



１．ポスト３．１１の業界動向１．ポスト３．１１の業界動向

２．改めてクローズアップされるBCP２．改めてクローズアップされるBCP

３．長期化する可能性の高いエネルギー不足

４．切迫化する国際競争力

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 13



発電の仕組み

発電は様々な電源の組み合わせによって行われている。

発電の仕組み

こうしたなかで、原子力はベース電源として利用されてきた。

最
大
電
力
量

発電量（ｋｗｈ）

最
大
電
力
量
（
ｋ
ｗ
）

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

（出所） 電気事業連合会資料よりNRI作成
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震災が電力供給に与える影響

日本の運転中・計画中の原子力発電所

62基の商用原子炉の稼働という計画が、大きく変更される可能性がある。

1 2 3
泊（北海道）

1 2
東通（東北） 70年代に運開したマーク1

70年代に運開した

現在商用運転中の原発

15 6 7
柏崎刈羽（東京）

2 3 41

1 2 3
女川（東北）

1
大間（電源開発）

1 2

1 2
東通（東京）

1 2
志賀（北陸）

1 2 3
美浜（関西）

2 3 4
大飯（関西）

1

70年代に運開した
マーク1以外の原発

80年代以降に運開したマーク1

80年代以降に運開した
マーク1以外の原発

15 6 72 3 41

1 2 3
福島第二（東京）

4

1 2 3

1
浪江・小高（東北）

1 2

2 3 4
敦賀（日本原子力発電）

1

2 3 41

2 3 4
高浜（関西）

1

1 2 3
島根（中国）

建設中の原発

長期エネルギー需給見通しで
考慮されている計画中の原発

長期エネルギー需給見通しで

建設・計画中の原発

東海第二（日本原子力発電）

1 2 3
福島第一（東京）

4 5 6 7 8

1 2 3 41 2 3

1 2
上関（中国）

長期エネルギー需給見通しで
考慮されていない計画中の原発

川内（九州） 伊方（四国）

1 2 3
浜岡（中部）

4 5 6

1
東海第二（日本原子力発電）

2 3 4
玄海（九州）

1

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 15

1 2 3
川内（九州）

1 2 3
伊方（四国）



想定される打ち手

想定される打ち手

原子力発電所の代替として想定される打ち手は、大きく5つ考えられる。

供給 系統 需要

① 火力発電による対応

 石炭火力はCO2などの環境面

③ 連携線の強化

 東西の連携線を強化し、比較的

④ 省エネの加速

 直近は自主的な省エネが実施さ 石炭火力はCO2などの環境面

から新設が難しいことを考えると、
LNG発電をメインとして設置され
る可能性がある。

 直近～短中期的には、ガスコ
ジェネなどの分散型発電の導入

 東西の連携線を強化し、比較的
需給に余裕がある西から東に電
気を融通する。

 直近は自主的な省エネが実施さ
れている（照明の間引き、エレ
ベータ／エスカレータの停止な
ど）。

 中長期的には、ハード面での省
エネも重要となる。ジェネなどの分散型発電の導入

が加速する可能性もある。
エネも重要となる。

② 再生可能エネルギーの推進

 直近～短中期的には設置が容

⑤ ピークカット

 直近は強制的なピークカット（計 直近～短中期的には設置が容
易なPVが設置される。

 短中期的には風力発電が設置
される。

 ただし、原子力の減少分を補う

 直近は強制的なピークカット（計
画停電）を実施している。

 中長期的には、DR（デマンドレ

スポンス）によるピークカットが
実施される可能性が考えられ
る。


電源とはなり得ない可能性が高
い。

※再生可能エネルギーが増加する

ことにより送配電系統の増強や
蓄電池が必要となる。

る。

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 16

蓄電池が必要となる。



想定される打ち手

短期的には、大規模LNG火力が主要な打ち手となる。

想定される打ち手

中長期的には再生可能エネ、省エネ、ピークカットが主要な打ち手となる可能性がある。

直近
短中期

（～2015年頃）
長期

（2015～2020年頃）
直近

短中期
（～2015年頃）

長期
（2015～2020年頃）

大規模LNG火力による対応

①火力発電による
対応

大規模LNG火力による対応

CCS実証試験開始

分散型電源の普及

②再生可能エネル
ギーの推進

PV設置拡大

風力設置拡大

洋上風力の設置洋上風力の実証試験開始

④省エネの加速
ソフトによる省エネ

ハードによる省エネ ZEB化への取り組み加速

波力・潮力の実証試験拡大

⑤ピークカット
需給調整契約によるお願い

ハードによる省エネ

DRアグリゲータによる手動制御

ZEB化への取り組み加速

（計画停電）

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 17

⑤ピークカット DRアグリゲータによる手動制御
デマコンによるオンサイトの直接制御
遠隔制御によるDR



想定される打ち手の効果と課題

想定される打ち手の効果と課題

ただし、打ち手の効果も様々である。

コスト
代替可能容量 想定される

実施タイミングkW kWh

① 火力発電による
対応

低→中

大 大

 短期的には、主要な打ち手として実
施されるものの、中長期的にはエネ
ルギーセキュリティ、CO2の問題があ
り拡大が難しい。中→高

大規模

分散型

② 再生可能エネル
ギーの推進

高

小 小→中

 将来的に系統安定化の問題から、蓄
電池が設置される可能性がある。

 kWへの貢献が小さい。

高→中

中～高

PV

風力

その他（潮力、波力等）

④ 省エネの加速

低

中 中

 直近はソフト的な取り組みとなる。

 中長期には、ハードの打ち手、政策
的支援も必要となる可能性がある。低～高

ソフト

ハード

⑤ ピークカット

低

中 中

 直近は需給調整計画の拡大可能性
がある。

 中長期的には、デマコン利用による
遠隔制御が実施される可能性がある。

中

低

時間帯別電気料金

直接制御

負荷遮断、抑制プログラム

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 18

遠隔制御が実施される可能性がある。低負荷遮断、抑制プログラム



１．ポスト３．１１の業界動向１．ポスト３．１１の業界動向

２．改めてクローズアップされるBCP２．改めてクローズアップされるBCP

３．長期化する可能性の高いエネルギー不足

４．切迫化する国際競争力
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グローバル経済のシナリオ

名目GDP総額で見ると、アジアが欧米と並ぶ経済圏へと飛躍し、世界は“三極構造”へと変

先進国・新興国の名目GDP推移（2005年／2010年／2015年）

化する。

世界の主要都市のオフィス市場規模（オフィスストック）

ロシア
764

カナダ
1,134
1,574
2,000

764
1,465
2,926

アメリカ

イギリス、フランス
ドイツ、イタリア

9,005 日本
4,552

中国

韓国
845

1,007
1,476

インド
810

ASEAN+日中韓＋印
9,117

アメリカ
12,638
14,658
17,993

9,005
10,201
12,444

4,552
5,459
6,380

中国
2,257
5,878

10,062

1,476

インドネシア
ベトナム、タイ

マレーシア
653

1,367

ブラジル
890

2,090
3,103

810
1,538
2,516

南アフリカ
247
357

9,117
15,249
22,619

名目GDP（2005年実績 10億ドル）

名目GDP（2015年予測 10億ドル）

1,367
2,185

3,103357
473

名目GDP（2010年予測 10億ドル）

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

（出所） IMF 「World Economic Outlook Database（2011.4発表）」よりNRI作成
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名目GDP（2015年予測 10億ドル）



東京の位置づけ

東京は、Fortune500企業が最も集まる都市である。

都市別のFortuneGlobal500企業数（2010年） 東京にあるFortuneGlobal500企業（上位200位以内抜粋）

Tokyo, 49

6 31 47

51 69 89

Beijing, 30

Paris, 25

51 69 89

119 124 126 128 136
Paris, 25

New York, 19

London, 18
138 146 158

Seoul, 9
Osaka, 8

Toronto, 7
Others, 335

164 185

186 191 193186 191 193

Copyright（C） 2012 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

（出所） Fortune Global 500（2010）よりNRI作成 （注） 数字は2010年のランキングを表す。
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世界の都市力比較

規模で先進国都市に近づくのは、中国、タイ、ブラジルの中心都市に限られるものの、
CAGRでは、BRICｓ、ASEAN諸国の都市が先進国の都市を圧倒している。

都市別一人当たりGDPの推移（2008年～2025年、単位：billion USD）

100,000

120,000
2008 2025

濃青でハイライトした都市は、新興国の都市の中で、規模Top5にランクインした都市を表す。

薄青でハイライトした都市は、成長率Top10にランクインした都市を表す。
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【参考】 推計に用いた各都市GDP per capitaのCAGR（単位：%）
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2008-2025 1.61 1.03 - - - - 1.36 1.06 1.04 2.19 1.54 1.58 1.34 2.37 5.01 5.00 1.88 1.38 1.37 4.29 4.30 4.33 3.70 2.91 4.37 4.27 4.51 3.42 3.43
Rank 16 25 - - - - 21 23 24 14 18 17 22 13 1 2 15 19 20 7 6 5 9 12 4 8 3 11 10

（出所） 各種資料よりNRI作成・推計



世界の都市力比較

生産年齢人口増加に伴い、新興国の都市で今後大きなオフィス需要が見込まれる。

都市別のオフィス需要（ストックベース）の推移（2010年～2025年、単位：千㎡）

160,000

180,000

200,000
2010 2025

濃青でハイライトした都市は、オフィスストックの規模がLondon程度にまで至る都市を表す。
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（注） 第三次産業従事者数の推計による試算値

（出所） 各種資料よりNRI作成・推計



建設業・不動産業の生産性

国内他産業に比べ、不動産業の一人当たり国内生産額は高く、建設業は低い。

2009年における経済活動別就業者一人当たり国内生産額と対1980年比

ただし、過去30年間の伸び率は、建設業・不動産業ともに他産業に比べて低い。
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（出所） 内閣府「国民経済計算確報」よりNRI作成 （注） 実質値（平成12暦年基準）
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道
業
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